
別紙３ 

 

事業概略書 

 

事 業 名 

 

精神障害者の地域移行支援事業の実際から見えた 

地域生活を安定的に支える方策と人材の育成についての研究 

 

事 業 目 的 

 

大阪府域（大阪市、堺市を含む）で退院促進支援事業を利用し、退院した

経験のある方 271 名を対象とした生活実態調査を行う。その結果を踏まえ、

支援の課題や有効な支援方法を検討する。 

さらに、地域移行推進員・体制整備コーディネーターの役割を担う全国の

行政、病院、地域諸機関の関係者を対象とした全国研修会を実施し、人材育

成の機会とする。 

事 業 概 要 

１ 事業利用者の退院後の予後を、大阪府域（大阪市、堺市を含む）の同

意が取れた事業利用者と関係者に質的調査（面接聞き取り調査）を行

う。 

２ 上記結果を踏まえ、支援の課題や有効な支援方法を検討する。地域移

行推進員・体制整備コーディネーターの役割を担う全国の行政、病院、

地域諸機関の関係者を対象とし、人材育成プログラムを策定する。そ

の検証の為に全国研修会を試行する。 

３ 調査企画調整会議を開催し、予後調査の企画・運営管理を行い、また

調査結果についての分析を行い、提言をまとめる。 

事業実施結果 

及び効果 

今後の精神障害者の地域移行と地域定着をより進展するために、調査結

果・検討内容等を活用することができた。 

また、全国の地域移行推進員等関係者に向けた研修会を開催することで、

全国の関係者に直接的な議論・検討の場を提供できた。 

今後、調査結果や全国研修会で学んだことをそれぞれの現場に反映し、新

たな事業展開に発展することが期待できる。 

事 業 主 体 
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財団法人精神障害者社会復帰促進協会 
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（注）１．本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するので、一般に公開することを想定し、

分かりやすい表現に努めること。 

   ２．本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途、実施した事業についての報告書冊

子を必ず提出すること。 


